事業所･企業統計調査（平成８年）利用上の注意
１　調査の目的及び沿革

事業所の事業活動及び企業の企業活動の状態を調査し、国内の事業所及び企業の産業、従業者規模等の基本的構造を全国及び地域別に明らかにするとともに、各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ることを目的とした。

この調査は、統計法に基づく指定統計調査（指定統計第２号）として、昭和22年に開始され、今回の調査は16回目に当たる。

２　調査期日

平成８年１０月１日現在

３　調査の範囲

調査期日現在、県内に所在するすべての事業所（物の生産又はサービスの提供が事業として継続的に行われている一定の場所）を対象とした。

ただし、次の事業所については対象外とした。

(1) 日本標準産業分類「大分類Ａ－農業」、「大分類Ｂ－林業」、「大分類Ｃ－漁業」に属する個人経営の事業所（なお、店舗あるいは専従の常用労働者を使用する工場があり、他の経済活動を行う場合は、当該経済活動を調査対象とした。）並びに「大分類Ｌ－サービス業」のうち、「中分類96－外国公務」及び「小分類番号741 ～742 －家事サービス業」に属する事業所

(2) 家事労働の傍ら、特に設備を持たないで賃仕事を行う個人の世帯

(3) 収入を得て働く従業者のいない事業所

(4) 休業中で従業者のいない事業所

(5) 季節的に営業するために、調査期日に専従の従業者がいない事業所

(6) 公園、遊園地以外の有料施設内にある事業所

４　調査の単位

原則として、１区画の場所で同一の経営者が事業を行う事業所を調査単位とした。

ただし、同一経営者が異なる場所で事業を行っている場合は各々異なる場所ごとに、また１区画の場所で異なる経営者が事業を行っている場合は、経営者ごとに１事業所とした。

なお、同一の経営者が複数の事業を行っていて、かつ、事業を個別に把握困難な場合は、同一の経営帳簿（売上台帳、賃金台帳等）を有する範囲を１事業所とした。

５　調査の種類

　(1) 甲調査

国及び地方公共団体の事業所以外の民営事業所を対象とした。

　(2) 乙調査

国及び地方公共団体の事業所を対象とした。

６　調査事項

　(1) 甲調査

　　ア　事業所に関する事項

名称、電話番号、所在地、経営組織、本所・支所の別、開設時期、従業者数、事業の種類・業態、形態

　　イ　企業（経営組織が株式、有限、合名、合資、相互のいずれかに該当する会社）に関する事項

資本金額及び外国資本比率、親会社・子会社・関連会社の有無、支所・支社・支店の数、会社全体の常用雇用者数、会社全体の主な事業の種類、本所・本社・本店の名称及び電話番号、本所・本社・本店の所在地

　(2) 乙調査

　　　名称、電話番号、所在地、職員数、事業の種類

７　調査の系統

　(1) 甲調査

　　　総務庁長官－都道府県知事－市町村長－指導員－調査員－民営事業所

　(2) 乙調査

                   各省庁等の長－国の事業所

     総務庁長官
                                   都道府県の事業所
                   都道府県知事
                                   市町村長－市町村の事業所

８　その他

　(1) 地域ブロックは、次のとおり９地域（県行政センター単位）に区分した。

 地域ﾌﾞﾛｯｸ名
 　　　　　　管内市町村名

 伊豆
 下田市　東伊豆町　河津町　南伊豆町　松崎町　西伊豆町　賀茂村

 熱海・伊東
 熱海市　伊東市

 駿東・田方
 沼津市　三島市　御殿場市　裾野市　伊豆長岡町　修善寺町　戸田村　土肥町 
 函南町　韮山町　大仁町　天城湯ケ島町　中伊豆町　清水町　長泉町　小山町

 富士
 富士宮市　富士市　芝川町

 静清庵
 静岡市　清水市　富士川町　蒲原町　由比町

 志太・榛原
 島田市　焼津市　藤枝市　岡部町　大井川町　御前崎町　相良町　榛原町　吉田町 
 金谷町　川根町　中川根町　本川根町

 中東遠
 磐田市　掛川市　袋井市　大須賀町　浜岡町　小笠町　菊川町　大東町　森町 
 浅羽町　福田町　竜洋町　豊田町　豊岡村

 北遠
 天竜市　春野町  龍山村  佐久間町  水窪町

 西遠
 浜松市  浜北市  湖西市  舞阪町  新居町  雄踏町  細江町  引佐町  三ケ日町

　(2) 増加率の年率は、次の式により計算した。（ｎ：調査年の間隔）

　　　　　　　　

　　　　  　ｎ 　当該調査年の数値　

　　　　　　　　 前回調査年の数値　　　－１　　　　×１００　（％）
　(3) 表中の構成比及び増加率は、少数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比については、内訳が合計に一致しない場合がある。

　(4) この報告書に関する問い合わせ先

　　　静岡県企画部経済統計室経済係　〒420-8601　 eq \o\ad(静岡市追手町９番６号,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　 eq \o\ad(054-221-2246,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　 eq \o\ad(054-251-7271,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
